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研究成果の概要（和文）：精神障害者社会参加効力感尺度(SESP)は 27 項目からなる、精神障害
者の社会参加に対する自己効力感（自信）の強さを測定する尺度である。本研究では、我が国
の精神障害者の社会参加自己効力感とその関連要因の実態とその特徴をより客観的に理解でき
るよう国際比較を行った。日本と中国のどちらにおいても年収が関連因子であり、様々な社会
参加の形が認められる一方で、やはり社会に参加していくにあたり、年収あるいは就労の有無
という因子は影響要因として考えていく必要があると思われた。また、日本で自尊感情や生活
全般の満足度が関連因子であった。そのため、日本においては社会参加に対する自己効力感に
限らず、一般性自己効力感を高めていく支援や自尊感情を高める支援が社会参加を進める上で
有効である可能性が示唆された。 

 

研究成果の概要（英文）：The instrument in the form of a mental illness scale (SESP) to 

measure self-efficacy in social participation is consists of 27 items. It is the strength of 

self-efficacy for social participation of persons with mental disabilities of (confidence). 

In this study, in order to understand the characteristics of the relevant factors and social 

participation self-efficacy of the mentally ill in our country, we were compared 

internationally. 
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１． 研究開始当初の背景 

 精神障害者の社会参加を促進するには、精
神科訪問看護や包括的地域生活支援などの
環境的な支援体制が重要だが、さらに個人的
な要因として精神障害者自身が社会参加や
地域生活に対する自己効力感(自信)を持つ

ことも社会参加の実際に影響することが指
摘されてきた。 
そこで我々は先の研究で、精神障害者の精

神障害者の社会参加に対する自己効力感（自
信）の強さを測定することができる尺度を日
本で開発した。それにより我が国の精神障害
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者の傾向を知ることが可能になると同時に、
様々な精神科リハビリテーションプログラ
ムの効果判定等の指標として活用すること
を可能とした。 
これまで日本の精神障害者は入院在院日

数が諸外国に比較して圧倒的に長く、地域社
会に定着するまでの困難を克服することが
課題であった。だが、その個人的背景として
我が国の精神障害者の社会参加自己効力感
の傾向は諸外国と比較して、どのようなもの
か、どの程度の特徴があるのかどうかは明ら
かになっていない。 
精神障害者の社会参加自己効力感には個

人的特性のみならず、その個人を取り巻く家
族関係、社会文化的特性、精神保健医療福祉
システムおよび看護体制などの環境要因が
影響することが推察できるが、それぞれの国
によって何が影響するのかについても明ら
かになっていない。このように個人要因と環
境要因を網羅した上での SESP 関連因子につ
いて、十分な検討が未だなされていない。 
我が国の精神障害者の社会参加自己効力

感とその関連要因の実態とその特徴を理解
するには、それらを客観視できるよう他国と
の比較検討が不可欠である。国際比較により、
我が国の精神障害者の社会参加自己効力感
と関連要因の特徴を明らかにし、社会参加自
己効力感を育む支援を考える上で有益な示
唆を得たいと考えた。 

 
２.研究の目的 

精神障害者の社会参加効力感とそれに影響
を及ぼしうる関連因子について国際比較に
よりその傾向を明らかにし、我が国の精神障
害者の社会参加促進に向け、今後の精神保健
医療福祉における有用な示唆を提案するこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（１）比較国の選定 
①比較対象国候補として米国･アジア（中
国）・欧州(ハンガリー)の精神医療事情につ
いて理解するため文献検討・フィールドワー
ク・現地精神科医療関係者との専門家会議を
実施した。②①の検討結果から文化的に近い
ことと、日本との比較調査を着実に実施する
ために、比較国を中国に絞り込んだ。 
（２）中国版の精神障害者社会参加自己効力
感尺度の開発 
①先に研究者らが開発した日本版の精神障
害者社会参加自己効力感尺度について、日本
に長期在住の中国人看護研究者複数名に翻
訳あるいはバックトランスレーションを依
頼した。②内容的妥当性確保に向けた専門家
会議とパイロットスタディを行い、項目分析
による質問項目の適切性の検討、因子分析に
よる会尺度の構成確認、クロンバックα信頼

係数算出による内的整合性の検討、SESP 関連
尺度による構成概念妥当性の検討を行った。 
（３）精神障害者社会参加自己効力感の日中
の現状および関連する因子の解明 
①文献検討を行い、精神障害者社会参加自己
効力感に関係する可能性の高い変数を抽出
し、研究の概念枠組みを構築した。他の測定
尺度として自尊感情尺度、精神的健康度 GHQ、
SOCを用いた。 
②精神障害者社会参加自己効力感尺度開発
のために収集した日中両国のデータを用い、
変数「精神障害者社会参加自己効力感」への
回答に関し統計学的分析を行った。 
③概念枠組みが包含する変数と精神障害者
社会参加自己効力感の関係を統計学的に分
析した。 
 
４．研究成果 
（１）研究対象者 
日本と中国、国別の対象者の基本属性、自

尊感情尺度得点、SOC 得点、GHQ 得点、大切
な人の人数、生活満足度、総合健康度は表 1
の通りであった。 
 日本の対象者は統合失調症が 7割程度を占
めている一方で、中国の対象者は統合失調症
5 割程度、気分障害 4割弱であった。 
 また中国の対象者は 3割程度の者が常勤職
に就いている一方で、日本の対象者は 0.3 割
の者しか常勤職に就いていなかった。 
 自尊感情尺度得点、SOC 得点、GHQ 得点、
家族の関係に対する満足度以外の満足度は
中国の対象者の得点が高かった（GHQ 得点は
低かった）。 
 
表 1 国別の対象者の基本属性、自尊感情、
SOC、GHQ 得点、大切な人の人数、生活満足
度、総合健康度 

 
日本 

N = 139 

中国 

N = 117 
 

 平均（標準偏差） t 

年齢 38.8(10.7) 36.0(14.2) 1.42 

発病年齢 23.0(8.4) 29.4(12.5) -4.65** 

罹病期間 15.8(11.3) 7.2(8.0) 6.11** 

入院回数 1.71(2.0) 1.96(2.7) -0.84 

子供の数 0.18(0.53) 0.55(0.78) -3.79** 

自尊感情 24.3(5.2) 29.8(5.4) -8.22** 

SOC 49.6(12.9) 61.5(14.5) -6.78** 

GHQ 15.5(6.9) 13.5(7.3) 2.22* 

総合健康度 2.61(0.8) 2.67(0.9) -0.57 

大切な人の人数 6.05(4.5) 3.53(3.3) 5.00** 

満
足
度 

生活全般 2.52(0.89) 2.91(0.78) -3.78** 

友人との

関係 
2.58(0.88) 2.98(0.81) -3.85** 

家族との

関係 
2.83(0.92) 3.00(0.84) -1.57 

地域住民

との関係 
2.56(0.78) 3.0(0.79) -4.13** 



 

 

自分自身 2.26(0.94) 2.85(0.86) -5.24** 

合計得点 12.7(3.1) 14.7(3.2) -4.92** 

 度数（%） χ2 

性別（男性） 89(65.4) 56(47.9) 7.94** 

診
断
名 

統合失調

症 
100(73.5) 56(48.3) 

30.3** 
気分障害 12(8.8) 43(37.1) 

アルコー

ル・薬物

依存 

2(1.5) 2(1.7) 

入院歴（有） 97(69.3) 77(66.4) 0.25 

宗教（有） 36(25.5) 24(20.5) 3.20 

同居家族（有） 100(72.5) 101(87.1) 8.14** 

婚姻状況（既

婚） 
9(6.4) 59(50.4) 75.5** 

公的保障の受

給（有） 
94(69.2%) 10(8.5) 108.9** 

経
済
状
況 

ゆとりあり 9(7.6) 11(9.5) 

3.58 

少しゆとり

あり 
32(26.9) 24(20.7) 

少々苦し

い 
39(32.8) 50(43.1) 

苦しい 39(32.8) 31(26.7) 

生活目標（有） 102(76.1) 96(82.8) 1.66 

社
会
的
役
割 

常勤 4(2.9) 36(31.0) 

160** 

パートタイ

ム勤務 
9(6.5) 8(6.9) 

専業主

婦・主夫 
3(2.2) 15(12.9) 

社会復帰

訓練施設 
48(34.5) 0(0) 

自宅内活

動 
9(6.5) 7(6.0) 

失業中 6(4.3) 16(13.8) 

学校 0(0) 7(6.0) 

デイナイト

ケア 
54(38.8) 0(0) 

その他 6(4.3) 27(23.3) 

生
活
機
能
自
立
度 

自立 

 
87(68.0) 84(71.8) 

2.46 

一部介助 

 
29(22.7) 28(23.9) 

ほとんど

自分でで

きない 

12(9.4) 5(4.3) 

有意差の確認された項目の背景を黄色で、有意確率

5%未満のものを*、1%未満のものを**で示す。 

 
（２）社会参加効力感の国際比較 
日本と中国の対象者の社会参加効力感尺

度得点は表 2の通りであった。中国の対象者
は、全ての下位尺度得点および合計得点で日
本の対象者より有意に得点が高かった。 
 
表 2 国別の社会参加効力感尺度得点 

 日本 中国 t 

社会的自己へ

の信頼 
18.7(5.4) 24.2(5.5) -7.95** 

セルフマネジメ

ント 
18.2(4.8) 22.6(4.4) -7.42** 

社会適応力 17.8(4.9) 22.3(5.1) -7.12** 

相互支援 13.7(3.6) 15.8(3.7) -4.39** 

合計 68.6(17.6) 84.8(17.6) -7.20** 

有意差の確認された項目の背景を黄色で、有意確率

5%未満のものを*、1%未満のものを**で示す。 

 
（３）社会参加効力感関連因子の国際比較 
①国別の社会参加効力感尺度得点と関連因
子の相関 
日本と中国の国別の社会参加効力感尺度

得点と関連因子の相関関係は表 3の通りであ
った。 
日本においては年収よりも経済状況（主観

的経済状況）が社会参加効力感尺度得点に関
連があった。 
中国においては、大切な人の人数が日本に

おいてより、社会参加効力感尺度得点に強い
関連がみられた。 
 
表 3 国別の社会参加効力感尺度得点と関連
因子の相関係数（Pearson’s R） 
上段：日本，下段：中国 

 下位尺度  

 

社
会
的
自
己

へ
の
信
頼 

セ
ル
フ
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト 

社
会
適
応
力 

相
互
支
援 

合
計 

年齢 
0.19* 0.20* 0.11 0.10 0.15 

-0.07 -0.04 -0.16 -0.12 -0.11 

年収 
0.19 0.14 0.24* 0.13 0.19 

0.26* 0.19 0.23* 0.18 0.23* 

経済状況 
-0.32** -0.29** -0.28** -0.33** -0.31** 

-0.24* -0.07 -0.10 0.02 -0.12 

生活機能自立度 
-0.18* -0.24** -0.20* -0.15 -0.21* 

-0.33** -0.30** -0.40** -0.34** -0.37** 

自尊感情尺度得

点 

0.83** 0.81** 0.74** 0.75** 0.84** 

0.63** 0.58** 0.61** 0.57** 0.64** 

生活全般（満足

度） 

0.50** 0.49** 0.44** 0.50** 0.51** 

0.53** 0.50** 0.36** 0.34** 0.47** 

友人との関係

（満足度） 

0.45** 0.45** 0.41** 0.47** 0.47** 

0.56** 0.55** 0.46** 0.48** 0.55** 

家族との関係

（満足度） 

0.26** 0.25** 0.29** 0.37** 0.31** 

0.50** 0.46** 0.36** 0.49** 0.48** 



 

 

地域住民との関

係（満足度） 

0.36** 0.37** 0.37** 0.44** 0.42** 

0.53** 0.54** 0.49** 0.56** 0.56** 

自分自身（満足

度） 

0.70** 0.62** 0.59** 0.65** 0.70** 

0.60** 0.55** 0.51** 0.56** 0.59** 

満足度合計得点 
0.64** 0.60** 0.59** 0.67** 0.67** 

0.70** 0.67** 0.56** 0.62** 0.68** 

SOC得点 
0.53** 0.53** 0.48** 0.46** 0.54** 

0.41** 0.49** 0.41** 0.37** 0.45** 

GHQ得点 
-0.56** -0.56** -0.52** -0.52** -0.57** 

-0.65** -0.65** -0.68** -0.69** -0.71** 

総合健康度 
0.43** 0.43** 0.37** 0.35** 0.43** 

0.52** 0.53** 0.59** 0.55** 0.58** 

大切な人の人数 
0.19* 0.09 0.18* 0.24** 0.18* 

0.22* 0.29** 0.26** 0.28** 0.27** 

日本と中国で、（有意な）相関関係にちがいがみられ

た項目の背景をピンクで、有意確率5%未満のものを*、

1%未満のものを**で示す。 

 
②国別の基本属性等群別の社会参加効力感
尺度得点の比較 
 性別、診断名、入院歴の有無、同居家族の
有無、宗教の有無、婚姻状況、社会的役割、
居住環境、使用している社会資源、公的保障
の受給の有無、生活目標の有無の群間に社会
参加効力感尺度得点に差がないか国別に検
討した。結果、日本と中国において生活目標
の有無によって社会参加効力感尺度得点に
有意差がみられ、生活目標のある群が有意に
得点が高かった。また中国において、信じる
宗教のある群は、ない群に比べて有意に得点
が高かった。 
 
③国別の社会参加効力感と関連因子の検討 
社会参加効力感尺度得点を従属変数、社会

参加効力感尺度得点と関連のみられた因子
を独立変数として投入し、変数減少法で重回
帰分析を行った。社会参加効力感尺度得点と
関連がみられ、独立変数として投入したのは、
次の変数である。自尊感情尺度得点、SOC 得
点、GHQ 得点、大切な人の人数、生活満足度
（生活全般、友人との関係、家族との関係、
地域住民との関係、自分自身、合計得点）、
宗教の有無、年齢、生活機能自立度、経済状
況、年収、生活目標の有無、総合健康度。 
日本の対象者における重回帰分析の結果、

重回帰式の R2は 0.82 であり、有意な関連の
確認された因子は、自尊感情尺度得点、生活
全般の満足度、年収（表 4）であった。 

 
 

表 4 日本の対象者における社会参加効力感
尺度得点を従属変数とした重回帰式の独立変
数と標準化係数 

項目 
標準化係

数（β） 
t P 

自尊感情尺度得点 0.795 11.81 .000 

生活全般の満足度 0.202 3.14 .003 

年収 0.149 2.70 .009 

 
中国の対象者における重回帰分析の結果、

重回帰式の R2 は 0.78であり、有意な関連の
確認された因子は、宗教の有無、生活機能自
立度、地域住民および自分自身への満足度、
GHQ得点、年収（表 5）であった。 
 
表 5 中国の対象者における社会参加効力感
尺度得点を従属変数とした重回帰式の独立変
数と標準化係数 
 

項目 
標準化係

数（β） 
t p 

生活機能自立度 -0.117 -2.45 .017 

地域住民との関係へ

の満足度 
0.277 3.90 .000 

自分自身への満足度 0.186 2.53 .014 

生活目標の有無 -0.259 -3.71 .000 

GHQ得点 -0.305 -3.89 .000 

年収 0.177 2.91 .005 

 
 日本と中国のどちらにおいても年収が関
連因子であった。我々の過去の研究において、
就労に就いている者は社会参加効力感が高
いということが明らかになっている。様々な
社会参加の形が認められる一方で、やはり社
会に参加していくにあたり、年収あるいは就
労の有無という因子は影響要因として考え
ていく必要があると思われる。 
 日本においては自尊感情や生活全般の満
足度が関連因子であった。そのため、日本に
おいては社会参加に対する自己効力感に限
らず、一般性自己効力感を高めていく支援や
自尊感情を高める支援が社会参加を進める
上で有効である可能性が示唆された。 
 一方、中国においては、生活機能自立度、
GHQ 得点、地域住民との関係・自分自身への
満足度、生活目標の有無が関連因子であった。
生活機能や健康状態への支援、生活目標の設
定など、具体的な支援が社会参加を促進する
のに有用である可能性が示唆された。 
 



 

 

（５）今後の課題 
これまで明らかにされていない日本の精神
障害者の社会参加自己効力感と関連要因に
関して詳細に国際比較を中国との比較で初
めて行った。これらから、日本の精神障害者
の特徴を踏まえた支援モデルを考える上で
より客観的学術的実践的に有効な知見を得
ることができた。今後は比較対象国を東アジ
ア複数国に拡張する海外学術調査を意識し、
今後着実に実施できるような環境条件を整
えたいと考える。 
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